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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第３四半期累計期間
第51期

第３四半期累計期間
第50期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高 (千円） 6,724,438 6,860,655 8,995,375

経常利益 (千円） 278,830 316,582 419,712

四半期（当期）純利益 (千円） 161,644 192,260 234,443

持分法を適用した場合の投資利益 (千円） － － －

資本金 (千円） 733,360 733,360 733,360

発行済株式総数 (千株） 8,264 8,264 8,264

純資産額 (千円） 5,913,162 5,971,245 5,999,656

総資産額 (千円） 7,451,175 7,485,011 7,805,252

１株当たり四半期（当期）純利益 (円） 20.74 24.68 30.08

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
(円） － － －

１株当たり配当額 (円） 15.00 15.00 30.00

自己資本比率 (％） 79.4 79.8 76.9

　

回次
第50期

第３四半期会計期間
第51期

第３四半期会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円） 5.34 11.22

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

（1）業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要や経済政策効果等を背景に緩やかな

回復基調にあったものの、欧州財政問題の長期化、新興国の成長減速、円高・デフレ基調の継続等に加え、日中関係

悪化の影響もあり、不安定な状態で推移しました。

情報サービス産業におきましては、スマートフォン関連やクラウドサービス等の需要により、企業等の情報化投

資は一部で回復傾向にあるものの、全般的には抑制姿勢は継続しており、依然として厳しい経営環境にあります。

このような情勢の下、当社では、引き続き一括アウトソーシングの推進強化に経営資源を集中するとともに、顧客

ニーズへの迅速な対応による案件獲得に注力し、技術者稼働率の向上に努めました。また、当社の主要な運用業務に

対する顧客のコストダウン要請は根強かったものの、引き続き案件ごとの採算性向上による収益性の改善に取り組

みました。

この結果、当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高6,860百万円（前年同期比2.0％増）、経常利益316百万円

（前年同期比13.5％増）、四半期純利益192百万円（前年同期比18.9％増）となりました。

部門別の営業状況は、次のとおりであります。　

（ネットワークサービス）

運用業務の効率化やコストダウンの要請は引き続き厳しかったものの、一括アウトソーシングでの受注拡大を図

るとともに、当事業への技術者投入を積極的に推進した結果、売上高は4,895百万円（前年同期比7.0％増）となり

ました。　

（システム開発）

主要顧客の基幹システム開発の一巡や組込み関連業務等の案件が低調に推移した結果、売上高は1,401百万円

（前年同期比10.6％減）となりました。　

（システム運用）

汎用系の運用やオペレーション業務は、市場の縮小とともに価格下落が継続していることから、汎用系技術から

ネットワーク系技術への移行に継続して取り組んだ結果、売上高は563百万円（前年同期比3.0％減）となりまし

た。

　

（2）財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ320百万円減少し、7,485百万円となりました。

流動資産は280百万円減少し、5,333百万円となりました。主な要因は、売掛金36百万円の増加があったものの、現

金及び預金331百万円の減少があったことによるものであります。固定資産は39百万円減少し、2,151百万円となり

ました。主な要因は、投資有価証券15百万円の増加があったものの、前払年金費用33百万円の減少や敷金及び保証金

14百万円の減少、有形固定資産５百万円の減少によるものであります。

当第３四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ291百万円減少し、1,513百万円となりまし

た。

流動負債は259百万円減少し、1,431百万円となりました。主な要因は、預り金68百万円の増加、未払費用47百万円

の増加があったものの、賞与引当金285百万円の減少、未払法人税等64百万円の減少、未払金17百万円の減少があっ

たことによるものであります。固定負債は前事業年度末に比べ32百万円減少し、82百万円となりました。

当第３四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ28百万円減少し、5,971百万円となりまし

た。主な要因は、四半期純利益192百万円の計上、その他有価証券評価差額金13百万円の増加があったものの、配当金

233百万円の支払いによる減少があったことによるものであります。 

　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において当社が対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた事項はありません。
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（4）研究開発活動

該当事項はありません。

　

（5）経営成績に重要な影響を与える要因及び中長期的な会社の経営戦略

前事業年度における有価証券報告書の「第２　事業の状況」の「４　事業等のリスク」及び「７　財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（4）中長期的な会社の経営戦略」に記載の内容から変更はありませ

ん。

　　

（6）経営者の問題認識と今後の方針について

当社の経営陣は、現状の事業分析及び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案し経営に当たるよう努め

ております。経営者の問題認識と今後の方針につきましては、前事業年度における有価証券報告書に記載の事項か

ら重要な変更はありませんが、引き続き市場動向の変化や顧客ニーズの迅速な把握と対応に取り組むとともに業務

の効率化を推し進めてまいります。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】
種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,729,000

計 20,729,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成25年２月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,264,850 8,264,850
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 8,264,850 8,264,850 － －

　

（2）【新株予約権等の状況】
　該当事項はありません。

　

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
　該当事項はありません。

　

（4）【ライツプランの内容】
　該当事項はありません。

　

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成24年12月31日 － 8,264,850 － 733,360 － 623,845

　

（6）【大株主の状況】
　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（7）【議決権の状況】
　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】
　 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 　474,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　7,656,000 7,656 －

単元未満株式 普通株式 　　134,850 － －

発行済株式総数 8,264,850 － －

総株主の議決権 － 7,656 －

　

②【自己株式等】
　 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

旭情報サービス株式会社
東京都千代田区丸の内

１丁目７番12号
474,000 － 474,000 5.74

計 － 474,000 － 474,000 5.74

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成24年10月１日から平成24　年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,305,630 2,974,384

売掛金 1,287,445 1,323,477

有価証券 700,450 700,071

前払費用 44,126 43,943

繰延税金資産 266,436 266,627

その他 9,929 25,176

流動資産合計 5,614,018 5,333,680

固定資産

有形固定資産 79,553 73,894

無形固定資産 8,768 12,821

投資その他の資産

投資有価証券 804,784 820,436

長期預金 500,000 500,000

賃貸不動産 106,706 104,216

敷金及び保証金 ※
 226,287

※
 212,041

保険積立金 389,386 389,386

前払年金費用 64,122 31,087

繰延税金資産 4,907 2,050

その他 6,716 5,396

投資その他の資産合計 2,102,910 2,064,615

固定資産合計 2,191,233 2,151,331

資産合計 7,805,252 7,485,011
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 430,000 430,000

未払金 76,654 58,799

未払費用 385,752 432,753

未払法人税等 97,969 33,954

未払消費税等 71,825 64,428

預り金 31,304 100,056

賞与引当金 585,000 300,000

その他 12,796 11,728

流動負債合計 1,691,302 1,431,719

固定負債

リース債務 3,382 2,866

役員退職慰労引当金 110,910 79,180

固定負債合計 114,292 82,046

負債合計 1,805,595 1,513,766

純資産の部

株主資本

資本金 733,360 733,360

資本剰余金 624,519 624,519

利益剰余金 5,097,897 5,056,457

自己株式 △355,263 △355,477

株主資本合計 6,100,512 6,058,860

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △21,089 △7,847

土地再評価差額金 △79,767 △79,767

評価・換算差額等合計 △100,856 △87,614

純資産合計 5,999,656 5,971,245

負債純資産合計 7,805,252 7,485,011
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(2)【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 6,724,438 6,860,655

売上原価 5,455,124 5,546,695

売上総利益 1,269,313 1,313,959

販売費及び一般管理費 1,010,938 1,014,734

営業利益 258,375 299,225

営業外収益

受取利息 12,491 9,513

受取配当金 6,434 6,481

賃貸不動産収入 6,192 5,969

雑収入 4,951 5,550

営業外収益合計 30,069 27,514

営業外費用

支払利息 4,758 4,759

賃貸不動産費用 4,855 5,275

雑損失 － 121

営業外費用合計 9,614 10,156

経常利益 278,830 316,582

特別利益

投資有価証券売却益 33,243 －

特別利益合計 33,243 －

特別損失

投資有価証券売却損 27,680 10

投資有価証券評価損 6,720 －

固定資産除却損 25 78

特別損失合計 34,425 88

税引前四半期純利益 277,648 316,494

法人税等 116,003 124,234

四半期純利益 161,644 192,260
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【会計方針の変更等】
当第３四半期累計期間

（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第３四半期累計期間

（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効

税率を用いて税金を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定

実効税率を使用しております。

　

【注記事項】
（四半期貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成24年12月31日）

投資その他の資産 　 　

敷金及び保証金 13,000千円 11,400千円

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間に

係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 12,909千円 13,600千円
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（株主資本等関係）

前第３四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月23日

定時株主総会
普通株式 116,897 15.00平成23年３月31日平成23年６月24日利益剰余金

平成23年10月28日

取締役会
普通株式 116,885 15.00平成23年９月30日平成23年11月25日利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月22日

定時株主総会
普通株式 116,850 15.00平成24年３月31日平成24年６月25日利益剰余金

平成24年10月29日

取締役会
普通株式 116,849 15.00平成24年９月30日平成24年11月27日利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

　該当事項はありません。

　　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成24年４月

１日　至　平成24年12月31日）

当社の事業は、情報サービス事業ならびにこれらの附帯業務の単一事業であります。したがいまして、開示対象とな

るセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

１株当たり四半期純利益 20円74銭 24円68銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益（千円） 161,644 192,260

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 161,644 192,260

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,792 7,789

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　平成24年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　116,849千円

(2）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　15円00銭

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成24年11月27日

（注）　平成24年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成25年２月12日

旭情報サービス株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 荒　　井　　憲 一 郎　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 林　　　　　由　　佳　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている旭情報サービス株

式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第51期事業年度の第３四半期会計期間（平成24年10月１日から

平成24年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、旭情報サービス株式会社の平成24年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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